
 

次期サイバーセキュリティ戦略の検討に当たっての基本的な考え方 

 

令和３年２月９日 

サイバーセキュリティ戦略本部決定 

 

現行のサイバーセキュリティ戦略（平成 30 年７月 27 日閣議決定。以下「現行戦略」

という。）において、「今後３年間の諸施策の目標及び実施方針を示す」とされており、

令和３年に計画期間を終えるため、次期のサイバーセキュリティ戦略（以下「次期戦略」

という。）の策定に向けた検討を行う必要がある。 

 

次期戦略の策定に当たっては、サイバーセキュリティ基本法（平成 26 年法律第 104

号）が定める「経済社会の活力の向上及び持続的発展」、「国民が安全で安心して暮らせ

る社会の実現」及び「国際社会の平和・安定及び我が国の安全保障」に寄与するものと

なるよう、以下の事項を十分に踏まえることが重要である。 

 

第一 環境変化や国際情勢等を踏まえ時宜を得た対応方針とすること 

デジタルの活用により、一人ひとりのニーズにあったサービスを選ぶことができ、

多様な幸せが実現できる社会をビジョンに掲げ、デジタル庁を司令塔として推進する

デジタル改革に寄与するとともに、自由、公正かつ安全なサイバー空間を確保してい

くため、現戦略策定後に顕在化した、新型コロナウイルス感染症の影響をはじめとす

る経済社会の環境変化、クラウドサービスの利用拡大や５G の利用開始、日本を取り

巻く安全保障環境の変化をはじめとする国際情勢及びサイバーセキュリティに係る近

年の脅威の動向を踏まえ、中長期的視点から、時宜を得た対応方針とすること。 

 

第二 政府の役割を意識した政策立案の基礎となるものにすること 

サイバー空間においては、関連技術の進展が早く、攻撃者優位ともされる中で、そ

れぞれの主体が自らの役割を認識し対応するとともに、互いに連携・協働して取り組

むことができる環境が重要。政府としては、社会全体を俯瞰した上で、攻撃者との非

対称な状況の改善も含め、自律的な取組や多様な主体の緊密連携、組織化・洗練化さ

れたサイバー攻撃に対する公的機関の取組が効率的かつ戦略的に実現できるよう適切

な対策を進めるなど政府の役割を意識した政策立案の基礎となるものにすること。そ

の際、併せて、2021 年に開催される 2020 年東京オリンピック競技大会・東京パラリ

ンピック競技大会に向けた取組の活用等を含め、今後特に重点的に取り組むべき分野

を明確化して推進すること。 

 

第三 発信力を意識して我が国の考え方を内外に示すものとすること 

ますます高度化・巧妙化する脅威やサプライチェーンの複雑化など、変化するサイ

バーセキュリティリスクに対応して、各主体に期待される具体的な対策につながる発

信を行うこと。併せて、国際協調の重要性を認識し、攻撃者に対する抑止の効果や各

国政府に対する我が国の立場への理解を訴求すること。 

 

なお、次期戦略の策定にあたってデジタル庁が司令塔として推進するデジタル改革と

の緊密な連携を図る。次期戦略に基づいて計画した取組について、その計画期間内にお

いて定期的に実績を評価し、その後の取組に反映する進め方についても併せて検討する

ことが重要である。 


		2021-02-08T10:14:48+0900
	Cabinet Secretariat




